
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第83特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

（単位：千円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 11¶198¶992 527¶405 39¶774 11¶686¶623 2¶938¶735 681¶230 ` ` ` 8¶747¶888 （注１）

構 築 物 967¶211 17¶958 ` 985¶170 423¶141 91¶586 ` ` ` 562¶029

工具器具備品 194¶672 35¶332 20¶631 209¶374 165¶514 8¶733 ` ` ` 43¶860

車 両 運 搬 具 1¶347 ` ` 1¶347 1¶347 ` ` ` ` 0

計 12¶362¶225 580¶696 60¶405 12¶882¶516 3¶528¶738 781¶551 ` ` ` 9¶353¶777
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なお、受託研究収入により購入した償却資産については当該受託研究期間を耐用年数として
います。
また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第83）の減価償却相当額については、損益外
減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しています。

] 無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ
いています。

３．徴収不能引当金の計上基準
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

４．賞与引当金及び見積額の計上基準
翌期以降の運営費交付金により賞与の財源措置がなされていますので、賞与引当金は計上し
ていません。
なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度
末の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しています。

５．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
\ 運営費交付金により退職給付の財源措置がなされるものについては、退職給付引当金は計上
していません。
なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準第

85第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上していま
す。

] 運営費交付金により財源措置がなされないものについては、教職員の退職給付に備えるため、
当期末における自己都合要支給額に基づき退職給付引当金を計上しています。

６．有価証券の評価基準及び評価方法
\ 満期保有目的債券

償却原価法（定額法）
７．たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準 低価法
評価方法 移動平均法

８．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法
近隣の地代や賃借料を参考に計算しています。

] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付政府保証債の平成21年３月末利回りを参考に1•340％で計算しています。

^ 国等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利
率
10年利付政府保証債の平成21年３月末利回りを参考に1•340％で計算しています。

９．リース取引の会計処理
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっています。
10．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。
Ô 貸借対照表関係
１．翌期の運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 293¶506千円
２．翌期以降の運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 3¶398¶530千円

Õ キャッシュ・フロー計算書関係
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 1¶645¶380千円
定期預金 � 5¶020千円

G G G G G G G G

資金期末残高 1¶640¶360千円
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２．重要な非資金取引
\ 現物寄附による資産の取得

工具器具備品 33¶073千円
図書 21¶426千円
車両運搬具 563千円

G G G G G G G G

計 55¶063千円
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] ファイナンス・リースによる資産の取得
工具器具備品 280¶126千円

Ö 国立大学法人等業務実施コスト計算書関係
引当外退職給付増加見積額のうち、国又は地方公共団体からの出向職員に係る額 2¶675千円

× 重要な債務負担行為
該当事項はありません。

Ø 重要な後発事象
該当事項はありません。
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